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不良債権の処理（処理の内容）

予備軍を一掃　　　　不良債権処理の道筋は付いた

合計　1兆3,119億円 合計　1兆2,770億円

9,484億円

1先20億円以上の要管理債権　39億円

その他の要注意債権

2,020億円

335億円

平成１５年３月末 平成１６年３月末

正常債権

9,490億円

その他の要注意債権

2,036億円
正常債権

要管理債権(Ｂ４)

1先10億円以上のＢ３、Ｂ２債権

644億円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

297億円

危険債権

435億円

560億円

その他の要管理債権 128億円

1先20億円以上の要管理債権

276億円
  その他の要管理債権要管理債権（Ｂ４）

  1先10億円以上のＢ２債権
52億円
87億円
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不良債権の処理（処理の結果）

貸倒引当金控除後の不良債権比率は全国地銀の中でも十指に入らんとする低率に

金融再生法開示債権に対する

不良債権比率の地銀比較

不良債権に対する貸倒引当金の引当率は全国地銀でもトップに

（単位：％）

※上場地銀５９行を対象に決算説明資料より作成

※部分直接償却前　　　

（単位：％）

金融再生法開示債権に対する

貸倒引当金の引当率の地銀比較

不良債権比率 不良債権比率

（引当金控除前） （引当金控除後）

Ａ行 3.81 3 2.18 1

Ｂ行 3.90 4 2.34 2

Ｃ行 3.42 1 2.86 3

Ｄ行 5.47 13 2.92 4

Ｅ行 5.00 9 2.96 5

Ｆ行 3.58 2 3.04 6

Ｇ行 4.75 7 3.15 7

Ｈ行 6.08 17 3.27 8

Ｉ行 6.60 22 3.30 9

Ｊ行 4.77 8 3.30 10

佐賀　 9.17 46 3.31 11

銀行名 順位 順位 銀行名 引当率 順位

佐　賀 63.84 1

ア行 55.58 2

イ行 55.10 3

ウ行 52.63 4

エ行 50.41 5

オ行 49.90 6
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不良債権の処理（引当・保全の状況Ⅰ）

引当・保全率は９０％台後半と大幅に向上

※1　要管理債権に対する貸倒引当金は要管理先債権に対する一般貸倒引当金を記載しております。
※2　当行は部分直接償却は実施しておりません。

平成１５年３月末

債権残高
（Ａ）（百万円） （Ｂ）（百万円） （Ｂ／Ａ） （Ｃ）（百万円） （Ｃ／Ａ） （百万円） （Ｂ＋Ｃ／Ａ）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 29,759 17,530 58.90% 12,229 41.09% 29,759 100.00%

危険債権 56,095 26,217 46.73% 25,261 45.03% 51,479 91.77%

要管理債権 40,488 16,457 40.64% 9,374 23.15% 25,831 63.79%

合計　　　　　　　　　（イ） 126,343 60,205 47.65% 46,864 37.09% 107,070 84.74%

（不良債権比率　　イ／ロ　　） (9.63%)

正常債権 1,185,584

総計　　　　　　　　　（ロ） 1,311,927

平成１６年３月末

債権残高
（Ａ）（百万円） （Ｂ）（百万円） （Ｂ／Ａ） （Ｃ）（百万円） （Ｃ／Ａ） （百万円） （Ｂ＋Ｃ／Ａ）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 64,494 49,592 76.89% 14,902 23.10% 64,494 100.00%

危険債権 43,543 18,592 42.69% 19,638 45.10% 38,231 87.80%

要管理債権 9,142 6,633 72.55% 5,398 59.04% 12,032 131.61%

合計　　　　　　　　　（イ） 117,180 74,819 63.84% 39,939 34.08% 114,758 97.93%

（不良債権比率　　イ／ロ　　） (9.17%)

正常債権 1,159,906

総計　　　　　　　　　（ロ） 1,277,087

貸倒引当金 担保等による保全額 Ｂ＋Ｃ

貸倒引当金 担保等による保全額 Ｂ＋Ｃ

※1

※1

（部分直接償却を実施した場合は　8.55%　※2）

（部分直接償却を実施した場合は　5.61%　※2）
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不良債権の処理（引当・保全の状況Ⅱ）

貸倒引当金以外の部分も担保等で大部分をカバー

正常債権
１兆１，５９９億円

　
　
　残り２４億円
  （全体の０．１％）

　　 総 与 信
１兆２，７７０億円

　不良債権
　１，１７１億円
  （全体の９．１％）

　貸倒引当金を
　積んでいない部分
　４２３億円
  （全体の３．３％）

貸倒引当金
７４８億円

担保等により
カバーされている部分
３９９億円

不良債権
１，１７１億円

貸倒引当金を
積んでいない部分

４２３億円

※不良債権は金融再生法開示債権
※貸倒引当金は個別貸倒引当金と要管理先債権
　に対する一般貸倒引当金
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平成１５年度決算概要（コア業務純益）

資金利益は利回り低下により減少 前期比増減要因

　預かり資産の増加による手数料増　　　＋２．９億円

　　　　うち投信販売増による増加　　　＋０．９億円　　　　　　

　　　　うち年金保険販売増　　　　　　　＋２．０億円

人員減・賞与減　　　　　　　　　　　　△９．３億円

ホストコンピュータ更改による　　　　

　　　　　　　　　　　　費用増加　　　　＋７．５億円

△ 0.2

3.0

△ 6.0

△ 4.0

△ 2.0

0.0

2.0

4.0

△7.6

利回り要因

貸出金 有価証券 預金等

＋3.0

平残要因

△14.9

資金利益の増減要因

（単位：億円）

（単位：百万円）

※コア業務純益＝業務純益－国債等損益＋一般貸倒引当金繰入額

11,900

34,695

3,336

197

1,286

21,837

33,335

3,552

321

516

コア業務純益（※）

業務粗利益 37,726

△ 902

△ 1,790

10,037

12,802

特定取引利益

その他業務利益

39,516

前期比増減

業　務　純　益

平成１４年度 平成１５年度

　　　うち国債等損益

経　　　　費

人件費

11,800

2,106

12

資金利益

役務取引等利益

10,933物件費

税　金

一般貸倒引当金繰入

1,103

797

1,240

25,609

14,232

10,136

△ 8

799

25,026

12,860

△ 11,243

1,232

△ 9,137

△ 1,360

216

124

△ 770

△ 304

△ 583

△ 1,372

番号

1

2

3

4

5

6

7

13

8

9

10

11
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（単位：百万円）

うち退職給付

      移行時差異償却

24

25

2,174 3,906

1,324

21

法人税等・法人税等調整額 22

23

17

18

19

20

番号

14

15

16

そ の 他

税引前当期利益

当期純利益

連結当期純利益

前期比増減

臨　時　損　益

4,681

33,868

2,660

平成１４年度 平成１５年度

△ 30,925

8,061

2,021

41,929

信用コスト
（不良債権処理額＋一般貸倒引当金繰入額）

△ 6,498 △ 37,423

△ 457

5,301

特　別　損　益 △ 1,833

10,168

△ 175

△ 15,586

2,275

976

△ 13,310

△ 17,216

1,627

△ 16,777

△ 18,509

1,732

3,467

1,293

4,108

△ 651

22,623

不良債権処理額

株式等損益

経　常　利　益

△ 17,236

32,791

282

△ 20,887

△ 18,560

平成１５年度決算概要（当期純利益）

引当を強化し、不良債権処理に道筋をつける

株式等償却　
　　　　△10億円
株式等売却益
　　　　＋17億円

個別貸倒引当金繰入
　　　　＋332 億円

前期比増減要因

厚生年金基金代行返上
による特別利益
　　　　　35億円

法人税等　 △17.6億円
法人税等
　　調整額 ＋34.9億円
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平成１５年度決算概要（半期別）

不良債権処理の減少と経費節減効果で、中間期での予想を上回り下期は黒字に転換

（単位：百万円）

中間期予想 中間期予想比

1 19,137 18,588 18,642 △ 54

経費 7 12,943 12,083 12,330 △ 247

うち人件費 8 6,607 6,253 6,401 △ 148

うち物件費 9 5,434 5,499 5,591 △ 92

一般貸倒引当金繰入額 11 △ 5,969 △ 3,167 △ 1,031 △ 2,136

業務純益 12 12,164 9,673 7,336 2,337

不良債権処理額 15 34,995 6,933 8,805 △ 1,872

経常利益 18 △ 17,971 2,385 △ 1,629 4,014

当期純利益 23 △ 18,163 946 △ 1,437 2,383

番号

業務粗利益

平成１５年度

上期 下期
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預金の状況

デマメールの他に個人所得の伸び悩み、企業業績の低迷、地公体の歳入減少等も影響

総預金の推移（末残）

16,696 17,313 16,982 16,388

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

総預金の推移（平残）

16,618 16,700 16,989 16,760

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

個人預金の推移（末残）

11,227
11,715 11,890 11,578

8,000

10,000

12,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

個人預金の推移（平残）

11,028
11,535 11,886 11,945

8,000

10,000

12,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

0

0

0

0

億円

億円

億円

億円

当行
54.1%

当行以外の
地銀
24.5%

大手行
4.8%

信金
10.5%

信組
5.3%

その他
0.7%

総預金の佐賀県内シェア

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3
当行 55.3 56.5 55.7 54.1
当行以外の地銀 24.6 23.5 24.0 24.5
大手行 3.8 4.1 4.2 4.8
信金 10.4 10.1 10.2 10.5
信組 5.2 5.1 5.2 5.3
その他 0.7 0.7 0.7 0.7

預金の佐賀県内シェア推移

※平成１６年３月末現在
※郵貯・農漁協・労金を除く
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貸出金の状況

事業性貸出金は伸び悩み、個人ローンは住宅ローンを中心に順調な伸び

　

貸出金の推移（末残）

12,759 12,673 12,789
12,482

10,000

12,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

貸出金の推移（平残）

12,522 12,547 12,441 12,353

10,000

12,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

0

0

億円

億円

個人ローンの推移（末残）

2,268
2,471

2,655

2,925

2,000

2,500

3,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

0

億円

住宅ローンの推移（末残）

1,459
1,660

1,886

2,211

1,000

2,000

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

0

億円

その他
4.3%

当行
48.7%

当行以外の
地銀
26.1%

大手行
5.1%

信金
11.6%

信組
4.1%

貸出金の佐賀県内シェア
H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

当行 48.4 48.6 48.4 48.7
当行以外の地銀 27.1 26.9 26.9 26.1
大手行 3.4 3.9 4.3 5.1
信金 12.1 11.8 11.7 11.6
信組 4.1 4.0 4.1 4.1
その他 5.0 4.9 4.6 4.3

貸出金の佐賀県内シェア推移

※平成１６年３月末現在
※郵貯・農漁協・労金を除く
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有価証券の状況

金利動向に対応したポートフォリオ運営に努める

44125
378

347

1,417

700

1,392

3150
319

424

1,390

1,004

1,072

10175
383

467

1,363

1,002

908

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

Ｈ１４／３期 Ｈ１５／３期 Ｈ１６／３期

4,403 4,362 4,308

億円

国　債

変動利付国債

地方債

社　債

株　式

外国証券

有価証券の推移（末残）

○国内債券ポートフォリオの金利満期平均残存期間の推移

※変動利付国債は６ヶ月の金利更改を残存期間として算出

2.31
1.92 2.04

3.55

2.53

4.74
4.42

4.12 4.26
3.91

3.20

3.83

2.892.82
3.18

0.50

1.50

2.50

3.50

4.50

H14/3 H14/9 H15/3 H15/9 H16/3

国債 地方債 国内債全体

年

０
　

その他（投信等）

（単位：百万円）

評価損益

15年3月末比

12,305 △ 3,192 16,224 3,918
株式 8,558 2,984 9,412 854
債券 3,310 △ 5,995 6,302 2,992
   うち変動利付債分 △ 1,988 363 0 1,988
その他 436 △ 181 508 71

　　　　　　※平成16年3月末現在

合　　計

評価益 評価損

○その他有価証券の評価損益状況
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ＯＨＲの推移と中計目標

69.0
67.7

68.7

64.7 64.8

67

63

66.3

68.7

66.6

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3 H17/3 H18/3 H19/3 H21/3
0.00

中計目標

５年後の展望

%

(66※)

利鞘と経営効率

経費率の低下で利鞘を確保、課題のＯＨＲは６０％台前半を目指す

0.26
0.13

1.56

1.50
1.45 1.44

0.79

0.84
0.90

0.84

0.06

0.040

0.5

1

1.5

2

2.5

3

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3

2.48
2.62

2.42
2.32

貸出金利回り

預貸金利鞘

経費率

預金等利回り

貸出金利回りと預貸金利鞘
%

※預貸金利鞘＝貸出金利回り－預金等利回り－経費率
※総資金利鞘＝資金運用利回り－資金調達原価

※ＯＨＲ＝経費÷業務粗利益
※参考：青線はコア業務粗利益（債券５勘定を除く）ベースを示す
※Ｈ18年度は新端末導入費用等の一時費用を勘案すると66%

課題
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自己資本比率（内訳）

自己資本比率（国内基準）は８％台後半を維持

※当行は国内基準採用行

（億円）

（１）自己資本比率 10.12 % 8.87 % △ 1.25 % 11.31 % 9.95 % △ 1.36 %

（２）ＴｉｅｒⅠ 670 490 △ 180 641 466 △ 175

（ＴｉｅｒⅠ比率） （ 6.89 %） （ 5.44 %） （△ 1.45 %） （ 6.54 %） （ 5.12 %） （△ 1.42 %）

うち税効果相当額 304 267 △ 37 304 267 △ 37

（３）ＴｉｅｒⅡ 313 308 △ 5 466 439 △ 27

（イ）再評価差額金 78 77 △ 1 78 77 △ 1

（ロ）貸倒引当金 60 56 △ 4 122 113 △ 9

（ニ）劣後借入金 175 175 － 175 175 －

（ホ）有価証券含み益 － － － 91 73 △ 18

（４）自己資本（２）＋（３） 983 798 △ 185 1,108 905 △ 203

（５）リスクアセット 9,716 9,002 △ 714 9,800 9,098 △ 702

ＢＩＳ基準

16年3月末

15年3月末比

国内基準

15年3月末 15年3月末16年3月末

15年3月末比
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自己資本比率（繰延税金資産）

純利益の積み上げにより繰延税金資産の現金化を図る

○中核自己資本に占める繰延税金資産の割合

※繰延税金負債控除後

平成16年3月末

44.34%

平成15年3月末

36.07%

平成15年9月末

56.25%

　　将来減算一時差異×実行税率（４０．３％）
　　　35,756百万円

繰延税金資産　26,782百万円（繰延税金負債控除前）

５年分の課税所得

評価性引当額
8,974百万円

いずれ法人税額の計算上減算処理できる金額

オンバランス オフバランス

１株当たり
５１．７円に相当

（資産不計上分）
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今後の収益力と第１１次中期経営計画

困難な経営環境を覚悟しながら着実に施策を実行
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第１１次中期経営計画のテーマ

～　「さぎんさん」と呼ばれる銀行になろう　～

　前経営計画期間中は、不良債権について多額の引当金の引当て等を進め、その結果として不良債権処理の道
筋はついたが、純資産が減少することとなった。

　今計画期間（平成16年4月～平成19年3月）においては、当行の全知全能力を集めて純益を確実に積み上げ、
純資産の増加を図る。

　金融機関を取り巻く経済環境は引き続き厳しく、また金融機関相互の競争もさらに激化するものと思われる
が、執念と不屈の闘志をもって事にあたる。

　激しい競争の中でお客さまに取引金融機関として当行を選んでいただくためには､銀行の経営のあり方等につ
いてお客さまに支持していただく必要があることは勿論であるが、同時に、行員一人一人がお客さまに信頼し
ていただける人間とならなければならない。

　各人が事務処理等業務の遂行能力を高めると共に、人格の陶冶に努める。

　以上により、お客さま・株主の支持と信頼あるいは、信頼以上のものを得、「さぎんさん」と呼ばれる銀行
になることを目指す。
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第１１次中期経営計画の目標計数

（中計策定時に想定した経営環境）

国内経済－横ばいないし、緩やかに回復
金利動向－ほぼ横ばい
貸出金の伸び－資金需要は大きく見込めず

施策の積み上げにより貸出
金の伸び悩みと利回りの低
下に歯止めをかけるが、資
金利益の大きな伸びは期待
できない。

ｼｽﾃﾑ関連費用負担続くも、
着実に経費節減策を継続。

純利益の積み上げにより、
繰延税金資産の現金化を
早める。

失った純資産の早期回復。

投資信託・年金保険等の個
人預り資産の増加を図り、
持続的な手数料収入の増
加を目指す。

（注1）一般貸倒引当金繰入前、債券5勘定尻調整後

（注2）ＯＨＲ＝経費／業務粗利益（Ｈ18年度は新端末導入費用等の一時費用を勘案すると66%）

（注3）繰延税金負債相殺前の繰延税金資産

（注4）貸倒引当金は個別貸倒引当金と要管理債権に対する一般貸倒引当金

平成15年度
実　　績

平成18年度
目　　標

平成20年度
展　　望

資金利益 （億円） 333 336 356

役務取引等利益 （億円） 35 38 38

コア業務純益（注1） （億円） 119 124 149

ＯＨＲ（注2） 66.3% 67%（66%） 63%

自己資本比率 8.87% 10% 11%

ＴｉｅｒⅠ比率 5.44% 7% 8%

ＴｉｅｒⅠ中繰延税金資産（注3）の比率 54.64% 48% 36%

金融再生法開示債権比率 9.18% 7% 5%

同貸倒引当金控除後の比率（注4） 3.32% 2.5% 1.5%

純資産増加額 － （3年間合計103億円） （5年間合計241億円）

１株当たり純資産増加額 － （3年間合計60円） （5年間合計140円）

項　　目
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当行の１／３のパワーを集中

事業性貸出金の増強－地域戦略　福岡① 収益力の強化

　　　　○当行の本支店・出張所合計　１１３ヶ店のうち　

　　　　　　　　３９ヶ店（３４．５％）を配置

　　　　○総営業人員数　１，２８３名のうち

　　　　　 　　３８９名（３０．３％）を配置

※福岡市近郊の店舗
※○は久留米支店を除く融資戦略店舗

大企業
8.2%

中小企業
39.4%

小企業
27.5%

個人事業主
16.0%

地方公共団体
1.6%

中堅企業
7.2%

当行の福岡県内店舗における事業性貸出金残高内訳

（平成１６年３月末）

中堅企業～個人事業主
が全体の９０％を占める

実　　績

「地元優良事業先・医療事業者・資産家」

　を中心に核となる取引先を地道に開拓

（単位：百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

優良事業先 703 62,089 606 53,608

医療事業者 103 4,926 122 5,898

資産家 98 5,656 108 6,959

合計 904 72,671 836 66,465

平成14年度 平成15年度
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事業性貸出金の増強－地域戦略　福岡② 収益力の強化

法人渉外室・融資戦略店舗・営業店の連携機能をさらに充実させ、　　　　　　　　　福岡県内でのシェアアップを目指す　　　　　　　　　
　　　　　　　　 　　　　　　　新規開拓や取引深耕の推進力を強化する

「法人渉外室」活動実績状況
　　　　　　新規融資先数　　実行額

平成12年度　　　49先　　　　6,663百万円
平成13年度　　　43先　　　　7,891百万円

　　平成14年度　 　44先 5,005百万円
　　平成15年度　 　32先　　　　4,384百万円　　
　

「法人渉外室」活動実績状況
　　　　　　新規融資先数　　実行額

平成12年度　　　49先　　　　6,663百万円
平成13年度　　　43先　　　　7,891百万円

　　平成14年度　 　44先 5,005百万円
　　平成15年度　 　32先　　　　4,384百万円　　
　

法人渉外室

営業店 営業店

営業店

営業店 営業店

融資戦略店舗 融資戦略店舗

融資戦略店舗

融資戦略店舗

○福岡県内主要店舗７ヶ店（福岡県内店舗の中での融資シェア５３．５％　融資能力認定制度のＳおよびＡランク者３９名）を
　　　　　　　　融資戦略店舗に指定（平成15年2月）

　「特定見込先融資開拓専担者」１５名を配置

　　　　　　

○法人渉外室　平成16年6月末現在　４名

左記専担者の実績状況

　　　　　　　　　　新規融資先数　実行額

　平成15年度　80先　6,054百万円
　　　　

左記専担者の実績状況

　　　　　　　　　　新規融資先数　実行額

　平成15年度　80先　6,054百万円
　　　　　　新規開拓・取引深耕＋人材育成機能　　　　　　　

（先）

見込み先数

優良事業先 1,095

医療事業者 235

資産家 11

合計 1,341
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事業性貸出金の増強－地域戦略　福岡③ 収益力の強化

3,777
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3,873
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3,168
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（
億
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）

Ｈ12/3末 Ｈ13/3末 Ｈ14/3末 Ｈ15/3末 Ｈ16/3末

福岡県内店舗の預貸金の推移

貸出金 預金

26.3% 73.7%

29.2% 70.8%

31.1% 68.9%

0% 25% 50% 75% 100%

H6/3末

H11/3末

Ｈ16/3末

福岡県内店舗 福岡県以外の店舗

14.9% 85.1%

16.6% 83.4%

19.3% 80.7%

0% 25% 50% 75% 100%

H6/3末

H11/3末

Ｈ16/3末

福岡県内店舗 福岡県以外の店舗

当行貸出金の地区別シェア（残高）

当行預金の地区別シェア（残高）

預貸金ともに着実に増加
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事業性貸出金の増強－地域戦略　福岡④ 収益力の強化

業務純益では赤字店舗が残り２ヶ店、シェアも２０％に迫る

黒
字
店
舗
数

赤
字
店
舗
数

当
行
全
体
の
業
務
純
益
に
占
め
る
福
岡
県
内
店
舗
の
シ
ェ
ア

※管理会計ベース
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事業性貸出金の増強－地域戦略　佐賀 収益力の強化

貸出を伸ばす余地のある地域に営業人員を投入（平成16年6月実施）

　（唐津、伊万里、鳥栖地区）

エリア営業体制（平成16年6月拡大）→新たに佐賀地区３エリア、唐津地区１エリア　　　　

本部推進力の強化（平成16年6月実施）
　①渉外スタッフの拡充→渉外力・営業推進力の向上　　　新商品・Ｍ＆Ａ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　医療事業等業種別のノウハウ

　　　②営業企画・推進企画・商品企画力の強化

　　　　　　　→各ｸﾞﾙｰﾌﾟ毎に行っていた企画ｾｸｼｮﾝを「営業企画グループ」に統合　　　　　　　　　　　　　　　　

　　エリア長を中心とする
　
　　①情報の共有化
　　②提案力の向上
　　③効果的な人員配置　　

営業力の強化

唐津地区

伊万里地区

鳥栖地区

佐賀地区



24

事業性貸出金の増強－人材育成・商品
収益力の強化

融資能力の高い人材の育成
平成14年度～18年度で　　

保証協会との提携商品の推進
（１）佐賀県信用保証協会との提携商品　

　　①「ビジネスサポートローン」
　　　　平成15年1月末より取扱開始
　　　　審査のスピード対応のためｽｺｱﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑを導入　
　　　　平成16年5月末残高　197件　　23.7億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 ② 「アタック」を平成16年4月より取扱開始　

（２）福岡県信用保証協会との提携商品「元気フクオカ資金」

　　　　平成16年4月より取扱開始　　　

ビジネスサポートローンの推移

1,523
1,793

2,257

97

133

187

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H15/3 H15/9 H16/3
0

50

100

150

200

残高

件数百万円 件

Ｓランク（最上級者）

Ａランク（上級者）

１００名養成

１００名養成

※平成16年3月末現在　２７名（前年比　＋５名）

※平成16年3月末現在　５４名（前年比＋１１名）

　①「人材育成店舗」にＳ・Ａランク者を配置し、ＯＪＴを通じて行員のレベルアップを図る
　②行内研修体制の充実
　　　・「ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ研修」－個別企業の実例を基に企業診断の手順・指導を習得（延べ２９２名受講）
　　　・融資ランク（Ｓ～Ｄまでの５段階）に応じた階層別研修　　

人材育成策
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リテール部門の強化－住宅ローンの推進

順調な伸びを続ける住宅ローンへ更なる施策を追加

収益力の強化

　　　○マイホームセンターの拡充（平成16年10月　鳥栖、唐津予定）

　　　○住宅ローン自動審査システムの導入検討（平成17年10月導入計画）

934

1,087

1,262

1,419

1,671

488 537 584

747

912

0

400

800

1,200

1,600

H13/3 H14/3 H15/3 H16/3 H19/3予

佐賀県内
福岡県内

億円
住宅ローンの残高・佐賀・福岡

ホームローン１００％口の新設

住宅ローン借換の積極的推進

1,886

2,632

1,459
1 ,660

2 ,211

13.1%
14.7%

17.7%

11.4%

0

500

1,000
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H13/3 H14/3 H15/3 H16/3 H19/3予
0.0%

5.0%

10.0%
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20.0%

住宅ローン残高

貸出全体に占める割合

(6.7%)
(13.8%) (13.6%)

(17.2%)

※ｶｯｺ内は前年比残高伸び率

億円

住宅ローンの残高・年増率・貸出金に占める割合

「あっとほー夢」の発売

マイホームセンター設置

特約住宅ローン「３年型」追加

マイホームセンターの土曜営業

住宅業者専担者の配置

金利優遇キャンペーンの実施
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1,189億円

リテール部門の強化－預り資産の増強 収益力の強化

ＦＡを中心とした相談業務の充実により、個人預り資産残高の増加を図る

大口定期・投信・年金保険
国債・外貨預金等の窓口一本化

個人金融資産の
ポートフォリオ提
案力の向上

ＦＡデスクの設置
さらに

個人預り資産残高の推移

当行のＦＡ体制

ＣＦＡ（チーフファイナンシャルアドバイザー）
　　　ＦＡﾌﾟﾗｻﾞみらい　３名
　　　鳥栖　１名　唐津　１名　福岡　３名　計　８名

営業店ＦＡ

ＦＡデスク
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フィービジネスの強化

役務収益は今後３年間で５．４億円の増加を見込む

収益力の強化

　役務収益増強策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　 ・既存手数料の見直し　　　　　　　　＋３．８億円
　　　　　　窓口振込手数料　　　　　　　　　＋０．７億円
　　　　　　地公体手数料見直し　　　　　　　＋１．８億円
　　　　　　　ＢＣ受入手数料など　　　　　　　＋１．３億円　　　　　

　・保険、投資信託の販売強化 　 　　＋１．６億円 　　
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オフバランス化
　バルクの実績
　　H13年度　181億円　
　　H14年度　 43億円
　　H15年度　182億円
　サービサー（ｵﾘｯｸｽ）との提携による回収
　　自行バルク処理やノウハウ習得のため
　　２名の行員派遣
　

企業再生への取組 資産の健全化

対象先

１７７先

企業再生

　　　　　　　　　　　企業支援体制

　○企業再生支援委員会設置（常務会ﾒﾝﾊﾞｰ、平成１５年７月）

　○企業支援グループの新設（平成１６年１月）

　　　６名体制（うち　３名が中小企業診断士）

　○経営計画策定支援システムの稼働（平成１６年４月）

　　　中長期及び月次ＢＳ、ＰＬ、ＣＦ、資金計画、進捗管理

「地域型企業再生ファンド」
　　　　　（平成１６年３月）
　出資者：当行、オリックス等
　運営会社：オリックス株式会社
　管理回収：オリックス債権回収（株）

政
府
系
金
融
機
関
等
と
の
提
携

佐
賀
県
中
小
企
業

　
　
再
生
支
援
協
議
会
の
活
用
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経費の削減への取組－人件費 経営の効率化

○人員の削減
・平成１１年度～平成１５年度の５年間で２４８名の削減
　　　本部への事務集中化（随時）
　　　店舗統廃合（平成１４年度　３３ヶ店実施）
・平成２０年度の展望→１，５５０人体制　

経費の減少は人員削減やパート化促進による人件費削減効果が大きい
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経費の削減への取組－物件費 経営の効率化

「システムおよび集中事務の三行共同化」 平成１６年１２月をめどに次期基幹システムの選定作業
平成２１年５月稼働を目指す

※十八銀行、筑邦銀行

業務効率化のためのシステム関連投資継続で物件費増も、平成１９年３月期がピーク

○印鑑照合システム導入（平成１６年４月実施）

○ＡＴＭ機能強化（平成１６年１０月予定）

○融資支援システム機能向上（随時）

○収益管理・原価計算システム導入（平成１７年度予定）

○新端末機更改（平成１８年度予定）

「「経費削減委員会」経費削減委員会」を設置

常務会メンバーを中心として、さらに今後２年間で３億円の削減を目指す

物件費の推移

101 102 101
109 109 111 113 112
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※H１６年３月期はホストコンピュータ更改等による増加
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本資料に記載された将来の予測等は資料作成時点の当行の判断であり、将来
の業績等を保証するものではありません。今後、経営環境の変化などにより、
変更される可能性があることにご留意ください。また、本資料は当行の財務状
況および今後の経営ビジョンに関する情報の提供を目的としたものであり、取引
の勧誘を目的としたものではありません。

【お問い合わせ先】

株式会社　佐賀銀行
総合企画部

担当　森田　江口

ＴＥＬ　０９５２－２５－４５５５


